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１ 方針の策定に至る経緯  
(1) 外郭団体の見直しの背景 

外郭団体は、地方公共団体が直接事業を実施するよりも、より柔軟で効率的・効果的に公共サービ

スを提供できるよう設立され、行政を補完・代替する組織として重要な役割を果たしてきた。しかし、

近年、以下のような点からその見直しが求められている。 

 

①民間活力の活用を図るため、指定管理者制度の創設により公の施設の管理を民間事業者に委ねる

ことが可能となった。 

②ＮＰＯ法人などの市民団体の成長により公共サービスの担い手として積極的な参加が見られる

ようになった。 

③指定管理者の選定について出資団体の随意指定から民間事業者との競争を行う公募制への移行

が求められている。    

④地方公共団体が設置した第三セクター等の経営に対する情報の開示や人件費の抑制、経営状況の

点検、監査の充実などについて、国から要請されている。 

⑤第三セクターの形態のひとつである社団法人や財団法人の公益性の明確化を図るなどの観点か

らの公益法人制度改革が進められている。  

 

そこで、外郭団体のより効率的・効果的な経営を図るため、外郭団体のあり方、それに対する市の

人的・財政的な関与のあり方について見直しを図ることが必要となった。 

なお、現在、特例民法法人となっている社団法人及び財団法人にあっては、平成２５年１１月３０

日までに公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人への移行申請をすることとなっており、期限ま

でに行われない場合は解散となる。 

 

(2) 本市の外郭団体に対する取組 

本市は外郭団体に関して、平成１７年度から平成２２年度までを期間とする第４次行政改革大綱の

主要推進事項の具体的推進事項として、「第三セクター等の見直し」を位置付けている。 

その取組として、外郭団体を取り巻く環境の変化・要請に適切に対応するため、第三セクター等の

外郭団体の経営改革を推進し、市の関与のあり方を見直すために、平成２０年１０月３０日に「外郭

団体に対する取組指針」（以下「指針」という。）を定め、外郭団体の経営状況等の点検・評価を行っ

てきたところである。 

 

(3) 指針の基本的な考え方・方向性 

   指針においては、出資の割合や人的又は財政的支援の程度に応じ、また、外郭団体の法人形態、機
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能、役割に応じて、各外郭団体の自主性や独立性を損なわない範囲で、市の関与、指導・調整等のあ

り方について、「公共性・継続性の視点」、「効率性・優位性の視点」、「自立性・健全性の視点」から見

直しを行い、以下の判断基準に基づいて改革に向けた取組の方向性を決定することとしている。 

 

 ①廃止を検討 ⇒ 事業に対して市民ニーズがない、設立目的が達成されている、民間事業者等に委

ねたほうがよい、又は経営改善が見込めないと判断される場合などは、当該団体の廃止を検討する。 

②他団体との統合を検討 ⇒ 事業が他団体と類似していたり、単独での実施に比較して統合による

効率化が期待できる場合などは、当該団体と関連他団体の統合を検討する。 

③経営改善を検討 ⇒ 一層の経営の効率化が必要と認められる場合などは、事業の効率化、事業収

支の改善、財政の健全化、組織の簡素化、人事・給与制度の適正化、情報公開の推進等の経営改善

を検討する。 

④市の関与のあり方を検討 ⇒ 団体の存在意義や事業の必要性は認めるが、市の関与に必要性・妥

当性を欠くと認められる場合などは、出資の引揚げ、人的・財政的支援の見直し、委託事業の見直

し等を検討する。 

 

なお、出資の割合により出資者が行える範囲は異なることから、①・②の対象とする団体は、出資

の割合が５０％以上の団体としている。 

 

(4) 外郭団体の経営状況等の点検・評価 

指針に基づき、平成２０年１１月から平成２１年１月にかけて、平成１９年度決算数値を基に、各

団体※１の経営状況等の点検・評価を実施した。 

その中で、本市の１００％出資法人である（財）越谷コミュニティセンター及び（財）越谷市施設

管理公社（以下「財団」という。）については、経営状況等に特段の問題はなく良好に運営されている

と判断し、今後の方向性についても「経営努力を行いつつ存続」とした。※２ しかしながら、「財団

は、指定管理者として施設の管理運営、施設の貸出し、自主事業の実施等の類似点があることから、

財団が統合した場合に、効率性が発揮できるか、円滑な運営が可能かなど、統合のメリット・デメリ

ットを検討していく必要がある。」と認識したところである。 

そこで、財団の今後のあり方について、出資・設立者として、その方向性を検討し方針を決定する

こととしたところである。 

 

 ※１ ： 別紙１「外郭団体に対する取組対象団体」参照 

 ※２ ： 別紙２「越谷市の外郭団体に関する情報公開」参照（最新の平成２１年度実施分を添付） 
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２ 方針の検討経過  
(1) 検討の手順 

方針の検討に当たっては、第４次行政改革大綱の主要推進事項の具体的推進事項である「第三セク

ター等の見直し」の取組の一環として、平成２１年５月２６日の行政経営推進本部会議（以下「本部

会議」という。）において、プロジェクトチームとして指針の策定時と同様に「外郭団体検討会議」（以

下「検討会議」という。）を設置することとした。 

この本部会議の決定に基づき、平成２１年６月１２日に関係各課及び検討対象団体である財団の職

員により検討会議を設置し、平成２１年６月２４日から平成２２年２月９日までに１０回の会議を開

催し、検討を進めてきた。 

そして、その検討内容について、平成２２年２月２３日の本部会議において協議を行い、本方針を

決定したところである。※３ 

 

 ※３ ： 別紙３「外郭団体のあり方に関する検討経過」参照 

 

(2) 検討内容 

検討会議では、財団において、公益法人制度改革や指定管理者の選定における公募制拡大などに適

切に対応できるよう、新制度における公益財団法人・一般財団法人への移行と財団の統合等について

の検討を行うものとし、具体的な論点を以下のとおり設定した。 

 

 

①新たな公益財団法人、一般財団法人の選択     ③業務拡大の可能性 

②現行体制の継続、両団体の統合の選択       ④市職員の役員就任 

    

 

論点の１点目の検討に当たっては、新制度における公益財団法人と一般財団法人との相違点を整理

することとした。※４ 

   この相違点により、メリット・デメリットや課題・問題点を整理した。論点の２点目以降について

も、同様にそれぞれのケースの相違点、メリット・デメリットや課題・問題点を整理した。※５ 

 これら各論点におけるメリット・デメリットや課題・問題点を基に、財団の今後のあり方について、

その方向性を次のとおり考察したところである。 

 

     ※４ ： 別紙４「公益財団法人と一般財団法人の主な相違点」参照 

     ※５ ： 別紙５「論点整理内容」参照 
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３ 各論点についての考察  

(1) 新たな公益財団法人、一般財団法人の選択 

新たな制度に基づく公益財団法人又は一般財団法人のどちらの法人形態を選択するかについては、

それぞれを選択した場合のメリット・デメリットを踏まえたうえで、その方向性を決定する必要があ

る。そこで、それぞれのメリット・デメリットを整理すると概ね次のとおりである。 

 

ア 公益財団法人のメリットとしては、 

  ⅰ）税制上の優遇措置（収益事業にのみ課税、寄附優遇の対象となるなど。以下同じ。）があ

る。 

  ⅱ）公益財団法人という名称使用により社会的信用が得られる。 

ということが挙げられる。 

 

  一方、デメリットとしては、 

  ⅰ）公益目的事業を行うことを主目的としなければならないなど、事業内容に制限がある。 

  ⅱ）役員の選任について、同一団体（親族）からは、それぞれの総数の３分の１以下としなけ

ればならないという制限がある。 

  ⅲ）認定申請が複雑で認定されない場合もあり得る。 

 ということが挙げられる。 

 

イ 一般財団法人のメリットとしては、 

  ⅰ）事業内容や役員選任の制限、県の監督等がないなど自由な運営ができる。 

  ⅱ）申請手続きが比較的容易である。 

 ということが挙げられる。 

 

  一方、デメリットとしては、 

  ⅰ）税制上の優遇措置があまりない。 

 ということが挙げられる。 

 

以上のことから、一般的には、公益財団法人については税制上の優遇措置を受けつつ、特に寄附を

主要な財源として公益目的事業を行う法人又は収益事業で得られた収益を財源の一部として公益目的

事業を実施したい法人が選択することが想定される。 

また、一般財団法人については、比較的自由な立場で公益的な事業はもとより様々な事業を実施し

たい法人が選択することが想定される。 
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(2) 現行体制の継続、両団体の統合の選択 

財団の体制に関して現行体制の継続又は統合のどちらを選択するかについてであるが、平成２０年

度に実施した点検・評価においては、財団の経営上は大きな問題はないという結果だったが、「事業内

容に類似点があることなどから、統合を検討していく必要がある」と認識したところである。 

 

統合のメリットとしては、一般的には、統合することによりスケールメリットが発揮される場合が

多く、この度の検討においても、 

ⅰ）経営の効率化 

ⅱ）経営基盤の強化 

ⅲ）業務拡大や人材面の充実 

が期待できるとの意見も多数出された。この点については、財団を取り巻く今後の厳しい環境におい

ては、極めて重要なポイントである。 

 

一方、当然にデメリットも存在するが、一般的なデメリットとして、 

ⅰ）人的・組織的な融和の問題 

ⅱ）会計制度や電算システムなどの統合が必要な場合には、労力・コスト・期間の問題 

が挙げられる。前者については、財団が双方とも本市が出資・設立した法人として同じ成り立ち・存

在であり、また、これまでもお互いに交流を図ってきたという実績もあることから、一般的に成り立

ちや組織風土が違い、それまで競争してきた企業同士の合併とは趣を異にするものと推察するところ

である。  

後者については、現段階では詳細な検討を行っていないので、今後、実務的な検証が必要であるが、

対応策として会計制度の変更、ＯＡ機器やソフトの更新時期に合わせて統合することも考えられる。 

 

(3) 業務拡大の可能性 

業務拡大については、経営基盤の強化につながるものと考えられ、仮にそれが市からの受託業務であ

れば安定的な事業として財団にとっても大きなメリットとなる。また、本市にとっても、委託業務の拡

大あるいは財団が実施主体として事業を推進することは、効率的な市政運営を目指す中で大きなメリッ

トとして期待できるところである。 

期待できる業務としては、市施設の指定管理者などの施設管理業務がまず考えられ、財団としても現

在のノウハウを活かせる分野である。また、現行業務の延長線上ともいえるスポーツ・レクリエーショ

ンや文化・芸術に関する大会や競技会・イベント、講座や講習会の開催、これらを通じての普及啓発、

育成も併せて期待するところである。 

ただし、業務拡大には、「受託業務拡大に伴う課題・問題点」として整理したように、人材やノウハウ
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とともに、物的・財政的裏づけが必要となるが、市からの受託業務であれば、これらの調達には大きな

支障はないものと思われる。 

 

(4) 市職員の役員就任 

現行の財団の役員への市職員の就任状況については、それぞれの理事長に副市長、副理事長に教育長、

監事に収入役が就任している。また、理事としては関係部長が複数就任しており、全体の過半数を占め

ている。なお、これらの役員については、実態は充て職として無報酬で従事している状況である。 

新制度における公益財団法人の場合、理事及び監事は同一の団体からはそれぞれの総数の３分の１以

下としなければならないとされている。併せて、公益財団法人又は一般財団法人のいずれの場合でも、

新たに評議員の選任が必要になるとともに、これまでの民法上の損害賠償責任に加えて、理事、監事、

会計監査人及び評議員には、任務を怠ったときの当該法人に対する損害賠償責任が明記された。一方、

報酬については、不当に高額とならないようにすることとされている。 

したがって、市職員の役員就任については、これらのことに留意し見直す必要がある。 

 
４ 今後の方向性  
(1) 結論 

以上の考察を踏まえ、財団の今後のあり方については、以下のとおりとする。 

 

① 新たな公益財団法人、一般財団法人の選択については、公益財団法人を目指すものとする。 

   （財）越谷コミュニティセンターは昭和５４年８月２０日に越谷コミュニティセンターの管理運営

をつかさどる団体として、（財）越谷市施設管理公社は昭和６２年７月２０日に越谷市立総合体育館を

はじめとする本市の公の施設の管理運営をつかさどる団体としてそれぞれ設立された、いずれも本市

が１００％出資する財団法人で、公益を目的とした事業を主たる事業として実施している団体である。 

   したがって、財団の設立目的や経緯、また、財団が従来の公益法人制度下において、本市の公の施

設の指定管理者として大きな役割を担ってきていることなど、その公益性、さらには税制上の優遇措

置等の経済的メリットを勘案し、公益財団法人としての認定を目指すものとする。 

   なお、役員体制については、新制度における公益財団法人、一般財団法人ともに新たに評議員を選

任する必要があり、かつ、当初の選任方法は県の承認を得なければならない。特に、公益財団法人に

移行する場合には、同一団体からの理事及び監事はそれぞれの総数の３分の１以下にしなければなら

ないことから、新制度における役員の役割及び責任の明確化等も考慮し、現行の役員構成を大幅に見

直すこととする。 
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  ② 現現行行体体制制のの継継続続、、両両団団体体のの統統合合のの選選択択ににつついいててはは、、両両団団体体のの統統合合をを目目指指すすももののととすするる。。 

財団の行う事業は、公の施設の指定管理者をはじめとする市からの受託業務が大きなウエイトを占

めている。市や外郭団体を取り巻く環境が今後も厳しいものと見込まれる中、特に、指定管理者につ

いての公募制拡大の流れも踏まえ、経営の効率化、経営基盤の強化等を図る必要があることから、財

団の統合を目指すものとする。 

統合は、必ずしもメリットだけではないが、統合により業務拡大の可能性を広げることになり、そ

れは今後の市の施策や事業展開にも合致し、最終的には市民サービスの向上につながるものである。 

 

③ 公公益益財財団団法法人人へへのの移移行行とと統統合合のの手手順順ににつついいててはは、、統統合合をを先先行行ししてて行行ううここととをを目目指指すすももののととすするる。。 

公益財団法人又は一般財団法人に移行する場合は、平成２５年１１月３０日が申請期限となってい

るが、統合については特に期限は定められていない。したがって、移行の申請期限内であれば、移行

と統合のどちらを先行して行うかについては制限がない。 

しかしながら、これまでの根拠法令である民法には統合に関する規定が存在しなかったが、新制度

においては特例民法法人同士の統合の規定が新たに設けられたこと、また、統合により公益認定基準

のひとつである公益目的事業比率をより確実に満たせることにもつながることから、統合を先行して

行うことを目指すものとする。 

 

(2) 今後の検討課題 

 今後、財団の統合及び公益財団法人への移行を進めていくに当たっては、特に準備に伴う手続き等に

ついての課題・問題点は整理してあるものの、これらについては、さらに詳細を詰めていく必要がある。

したがって、それらを含めて今後の検討課題を改めて整理し直すと、以下のとおりとなる。 

 

①公益財団法人を選択する場合、認定基準に合致するかの詳細な検証 

②統合する場合、その手順と公益財団法人の認定申請との手順の検証 

③統合する場合、財団の各種制度・システム、職員の処遇・勤務条件等の相違点の洗い出し・すりあわせの

検討 

④評議員の選任方法、新役員体制の検討 

⑤県への申請準備から決定までの全体のスケジュールの作成 

⑥具体的な公益財団法人への認定申請、統合する場合の合併申請の準備 
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(3) 今後のスケジュール 

今後のスケジュールについては、財団の事情によるところもあるが、統合や公益財団法人の認定申請

に対する主務官庁たる埼玉県、埼玉県公益法人等認定審議会における処理期間が明らかでない。したが

って、詳細なスケジュールについては、今後の財団の取組状況等を踏まえ、整理する必要がある。 

なお、統合のうえ移行申請を行う場合は、統合の登記完了日の属する事業年度の決算資料等が必要と

なることに注意が必要である。また、移行申請の期限は平成２５年１１月３０日ではあるが、認定がさ

れず、再申請となる場合も考えられることから、余裕を持ったスケジュールを設定すべきである。 

これらの点を踏まえ、現時点における統合する場合のスケジュールは、次のとおりとする。 

 

●平平成成２２２２年年度度中中にに統統合合準準備備をを行行いい、、遅遅くくとともも平平成成２２３３年年度度中中にに統統合合をを完完了了しし、、そそのの決決算算資資料料等等ををももっっ  

てて平平成成２２４４年年度度中中にに移移行行申申請請をを行行ううここととをを目目指指すすももののととすするる。。※※６６ 

 

なお、実施に当たっては、財団が主体となって手続きを進めていくこととなるが、市の関係部局との

連携を密にし、十分に意思疎通を図りながら進めることが必要である。また、必要に応じて本部会議に

諮るなど、本市においても適切に対応していくこととする。 

 

 ※６ ： 別紙６「今後のスケジュール案」参照 

 



別紙１

区　　　分 団　体　名

越谷市土地開発公社

（財）越谷コミュニティセンター

（財）越谷市施設管理公社

（株）埼玉県東部流通センター

（株）パルテきたこし

（社）越谷市シルバー人材センター

（社福）越谷市社会福祉協議会

（注1）「出資」には「出捐」を含む。

（注2）(財)は財団法人、(株)は株式会社、(社)は社団法人、(社福)は社会福祉法人の略

③本市の出資の割合が２５％未満（出資
なしを含む。）の団体のうち、本市の政策・
施策上、市と密接な関係のある団体

外郭団体に対する取組対象団体

①本市の出資の割合が５０％以上の団体

②本市の出資の割合が２５％以上５０％
未満の団体

越谷コミュニティプラザ（株）
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越谷市の外郭団体に関する情報公開

１　作成年月日及び作成担当部署

作成年月日 平成 22 年 3 月 8 日

作成担当部署 埼玉県越谷市教育委員会生涯学習部生涯学習課 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　外郭団体名等

外郭団体名 財団法人越谷コミユニテイセンター

外郭団体所在地 埼玉県越谷市南越谷1-2876-1　

電話 985 －

ホームページアドレス http://www.suncityhall.jp/index.html

設立年月日 昭和　　　 54 年 8 月 20 日

３　資本金・基本金

総額 円

うち本市出資・出捐分　　　　　　　 円 割合 ％

※差額14,500,000円は財団の利益処分による組入額

４　事業内容

(1)　市民の文化の向上と福祉の増進のための啓発に関する事業

(2)　講座及び講演会の開催

(3)　文化的行事の開催

(4)　越谷市が設置した公の施設の管理運営に関する事業

(5)　越谷市の各種文化的行事に対する協力に関する事業

(6)　その他(1)～(5)の目的を達成するために必要な事業

５　財務状況

※千円未満切捨て

※千円未満切捨て

 7,000,000（出捐金9,000,000）

131,901

　（　　　　　　　　　　　　　　　）

104,443

100

　（　　　　　　　　　　　　　　　） 　（　　　　　　　　　　　　　　　）

損
益
計
算
書

項 目
金額（千円）

総収入（＝売上高＋営
業外収益＋特別利益）

558,577 615,664 610,395

（うち本市の補助金・委託金） 430,314 428,801

純 資 産

累 積 欠 損 金 －

116,95377,567

430,902

－

平成２０年度

194,853 210,355

平成１９年度

236,344

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

別紙２－１

〒343-0845

（　048　） 1111

21,500,000（出捐金9,000,000）

貸
借
対
照
表

項 目
金額（千円）

負 債 117,286 93,402

（ う ち有利子負債 ）

－

総 資 産

平成１８年度

経 常 損 益 25,432 43,988 15,878

当 期 損 益 20,223 26,875 12,510

減価償却前当期損益 21,883 28,566 14,177

1



６　役職員の状況

７　本市の関与の状況

　（1）公的支援

　（2）その他

８　本市による監査結果

未実施

９　本市による点検評価の結果

経営状況についての予備的診断における評価

　Ａ　：経営努力を行いつつ事業は継続

　Ｂ　：事業内容の大幅見直し等による抜本的な経営改善が必要

　Ｃ　：深刻な経営難の状況にあり、経営の観点からは、事業の存廃を含めた検討が必要

今後の方向性

　(1)　経営努力を行いつつ存続 　 　　　(2)　事業内容等の見直しを行った上で存続 

　(3)　再建を行いつつ存続 　　　　　　　 (4)　廃止、又は完全民営化、若しくは事業の民間譲渡 

　(5)　統合・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

今後の方向性に関するコメント、克服すべき課題・改善策等

　経営は適正に行われており、今後とも(財)越谷コミユニテイセンターにおいては、経費削減など経営効率を

高めながら施設の管理運営を行い、市民文化の向上と福祉の増進を前提とした市民サービスを提供するよう

努力を求める。本市としては、出資や人的支援を行いつつ管理運営事業や経営体制等に関わりを持ち、

事業の効率性や経営の自主性・健全性を高めていく必要がある。

補 助 金 （ 助 成 金 ）

項 目

非常勤役員 8人

平成１８年度

－

非常勤職員 36人 （　　　0人　　　　・　　　0人　　　）

平成１９年度

小 計

利 子 補 給 金

税 の 減 免 額

－そ の 他 （ ）

－

－ －

707

－－－

（　　　7人　　　　・　　　0人　　　） 58

－

－

－

－

－－

－

428,801

－ －

430,902 管理運営委託料他

平成２０年度

－

平均年収（千円）

常勤役員 1人 （　　　0人　　　　・　　　0人　　　） 62 3,600

項目 人数 （うち本市職員・退職者） 平均年齢（歳）

37

常勤職員 21人 （　　　0人　　　　・　　　0人　　　） 42 5,523

42

金額（千円） 備考
（目的、内容、算出根拠等）

小 計 － － －

－

平成２０年度

損失補償契約に伴う金利軽減額 － － －

－

合 計

（ 参 考 ） 委 託 料 430,314

－

－ －

出資（捐）金、低利貸付等に伴う機会費用

項 目
金額（千円） 備考

（目的、内容、算出根拠等）平成１８年度 平成１９年度

9,000 9,000

貸 付 金 残 高 － － －

損失補償契約に係る債務残高 －

Ａ

(1)

昭和54年出捐

合 計 9,000 9,000 9,000

出 資 ( 捐 ) 金 9,000

2



その他

（財）越谷コミユニテイセンターの経営状況については、経営方針、組織体制、人事・給与、収入・支出等に

おいて良好に運営されていると評価する。

１０　その他の特記事項

※公益法人については、「５　財務状況」の記入に当たって公益法人会計基準に読み替えてください。

＜貸借対照表＞

純資産⇒正味財産の部合計

累積欠損金⇒正味財産の部合計

＜損益計算書＞

損益計算書⇒収支計算書及び正味財産増減計算書

総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝当期収入合計－借入金収入等（損益に無関係の項目））

経常損益⇒当期正味財産増減額－（特別損益項目の資産の増減＋特別損益取引に係る当期収支差額）

当期損益⇒当期正味財産増減額

減価償却前当期損益⇒当期正味財産増減額（減価償却を行っている場合は、減価償却費を加える）

※非常勤職員は、常勤職員以外の職員で臨時職員を含む。

※非常勤役員及び非常勤職員の平均年収は、人件費の総額を人数で除した単純平均とする。
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越谷市の外郭団体に関する情報公開

１　作成年月日及び作成担当部署

作成年月日 平成 22 年 3 月 15 日

作成担当部署 埼玉県越谷市教育委員会生涯学習部体育課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　外郭団体名等

外郭団体名 財団法人越谷市施設管理公社

外郭団体所在地 〒 埼玉県越谷市増林二丁目３３番地　

電話 （　　048　　）　　　964 －

ホームページアドレス

設立年月日 昭和 　　　　　　　62 　　年 7 月 20 日

３　資本金・基本金

総額 円

うち本市出資・出捐分　　　　　　　　2,000万円（出損金3,000万） 円 割合 　　100 ％

４　事業内容 （１）コミュニティの育成に関する事業

（２）スポーツ・レクリェーション振興及び健康づくりに関する事業

（３）越谷市が設置する施設の管理運営に関する事業

（４）その他目的を達成するため必要な事業

５　財務状況

※千円未満切捨て

※千円未満切捨て

６　役職員の状況

非常勤職員

項目

常勤役員

     （　 　 9　　　     　・　  　0　　）

12      （　　　0　　　　　　・　　　0　　）

102       （　 　0　　　　　　・　　　2　　）

非常勤役員

常勤職員 41.8

平均年齢（歳）

61.0

人数

1

10

損
益
計
算
書

（うち本市の補助金・委託金）

　（　　　　　　－　　　　　　） 　（　　　　　　－　　　　　　）

91,318 98,812 106,176

－ － －

貸
借
対
照
表

総 資 産

負 債

（ う ち 有利子負債 ）

純 資 産

累 積 欠 損 金

項 目

57,966 50,817

減価償却前当期損益

項 目

総収入（＝売上高＋営
業外収益＋特別利益）

経 常 損 益

当 期 損 益

623,217 636,402

平成１８年度

　（　　　　　　－　　　　　　）

54.2

30

（うち本市職員・退職者）

     （　  　0　　　　　　・　　　1　　）

7,562

650,164

平成２０年度平成１９年度

60.5

金額（千円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

149,285 149,629 156,379

3,645

7,854

50,202

金額（千円）

524,751 524,219 524,115

5,540

1,052

14,408 7,563 7,578

平均年収（千円）

13,804 7,493 7,364

13,882

別紙２－２

2,000万円（出損金3,000万）

343－0011

4321

http://www16.ocn.ne.jp/~soutai53/
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７　本市の関与の状況

　（1）公的支援

　（2）その他

８　本市による監査結果

　　こしがや能楽堂において、平成１９年度に市による公の施設の指定管理者監査が実施され、おおむね

適正に処理されているものと認められた。

９　本市による点検評価の結果

経営状況についての予備的診断における評価

　Ａ　：経営努力を行いつつ事業は継続

　Ｂ　：事業内容の大幅見直し等による抜本的な経営改善が必要

　Ｃ　：深刻な経営難の状況にあり、経営の観点からは、事業の存廃を含めた検討が必要

今後の方向性

　(1)　経営努力を行いつつ存続 　 　　　(2)　事業内容等の見直しを行った上で存続 

　(3)　再建を行いつつ存続 　　　　　　　 (4)　廃止、又は完全民営化、若しくは事業の民間譲渡 

　(5)　統合・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

今後の方向性に関するコメント、克服すべき課題・改善策等

その他

１０　その他の特記事項

　今後とも(財)越谷市施設管理公社においては、市民サービスの提供を前提とした各施設の管理運営
事業を実施するとともに、健全経営が継続的にできるよう努力を行うこと。本市としては、出資や人
的支援を行いつつ管理運営事業や経営体制等に関わりを持ち、事業の効率性や経営の自主性・健全性
を高めていく必要がある。

　(財)越谷市施設管理公社の経営状況については、経営方針、組織体制、人事・給与、収入・支出等において
良好に運営されいると評価する。

A

(1)

金額（千円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

補 助 金 （ 助 成 金 ）

利 子 補 給 金

項 目

小 計

損失補償契約に伴う金利軽減額

出資（捐）金、低利貸付等に伴う機会費用

税 の 減 免 額

524,751

そ の 他 （ ）

損失補償契約に係る債務残高

小 計

合 計

524,219

項 目

（ 参 考 ） 委 託 料

金額（千円）

平成１８年度

合 計 30,000

貸 付 金 残 高

出 資 ( 捐 ) 金 30,000

備考
（目的、内容、算出根拠等）

平成１９年度

524,115

30,000 30,000

30,000 30,000 昭和６２年度出資

平成２０年度

指定管理委託料の合計額

備考
（目的、内容、算出根拠等）
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※公益法人については、「５　財務状況」の記入に当たって公益法人会計基準に読み替えてください。

＜貸借対照表＞

純資産⇒正味財産の部合計

累積欠損金⇒正味財産の部合計

＜損益計算書＞

損益計算書⇒収支計算書及び正味財産増減計算書

総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝当期収入合計－借入金収入等（損益に無関係の項目））

経常損益⇒当期正味財産増減額－（特別損益項目の資産の増減＋特別損益取引に係る当期収支差額）

当期損益⇒当期正味財産増減額

減価償却前当期損益⇒当期正味財産増減額（減価償却を行っている場合は、減価償却費を加える）

※非常勤職員は、常勤職員以外の職員で臨時職員を含む。

※非常勤役員及び非常勤職員の平均年収は、人件費の総額を人数で除した単純平均とする。
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）

Ａ
Ｍ

宅
建
会
館
３
階
Ａ
会
議
室

１
　
両
財
団
法
人
に
お
け
る
今
後
の
体
制
の
あ
り
方
と
業
務
拡
大
の
可
能
性
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ

た
。

【
決
定
事
項
】

・
現
行
体
制
継
続
・
両
団
体
統
合
の
場
合
の
相
違
点

・
現
行
体
制
継
続
・
両
団
体
統
合
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

・
両
団
体
統
合
の
手
続
上
の
課
題
・
問
題
点

・
業
務
拡
大
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

・
拡
大
対
象
と
な
る
業
務

・
受
託
可
能
な
業
務

・
受
託
業
務
拡
大
に
伴
う
課
題
・
問
題
点

１
　
公
益
法
人
制
度
改
革
に
お
け
る
公
益
財
団
法

人
・
一
般
財
団
法
人
に
つ
い
て

　
①
新
た
な
公
益
財
団
法
人
、
一
般
財
団
法
人
の

選
択

１
　
（
財
）
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・

（
財
）
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
の
体
制
及
び
業
務

に
つ
い
て

　
①
現
行
体
制
の
継
続
、
両
団
体
の
統
合
の
選
択

　
②
業
務
拡
大
の
可
能
性

１
　
前
回
に
引
き
続
き
、
公
益
法
人
制
度
改
革
に
お
け
る
新
た
な
法
人
形
態
で
あ
る
公
益
財
団
法
人
と

一
般
財
団
法
人
の
特
徴
・
差
異
を
明
ら
か
に
し
、
比
較
検
討
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
公
益
財
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

・
公
益
財
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
へ
の
移
行
上
の
課
題
・
問
題
点

備
　
考

議
題

協
議
結
果
等
（
要
旨
）

１
　
公
益
法
人
制
度
改
革
に
お
け
る
新
た
な
法
人
形
態
で
あ
る
公
益
財
団
法
人
と
一
般
財
団
法
人
の
特

徴
・
差
異
を
明
ら
か
に
し
、
比
較
検
討
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
公
益
財
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
の
法
人
形
態
に
よ
る
相
違
点

・
公
益
財
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

１
　
外
郭
団
体
に
対
す
る
取
組
に
つ
い
て

１
　
外
郭
団
体
に
対
す
る
取
組
指
針
に
基
づ
く
今
後
の
検
討
課
題
に
つ
い
て
、
事
務
局
か
ら
説
明
の
上

協
議
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
と
し
て
新
た
に
外
郭
団
体
検
討
会
議
を
設
置

し
、
所
要
の
取
組
を
行
っ
て
い
く
こ
と
を
了
承
し
た
。
関
係
各
部
署
の
適
切
な
連
携
・
協
力
の
も
と
に

今
後
の
検
討
を
進
め
る
。

１
　
外
郭
団
体
に
対
す
る
こ
れ
ま
で
の
取
組
に
つ

い
て

２
　
外
郭
団
体
に
対
す
る
今
回
の
取
組
に
つ
い
て

３
　
（
財
）
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・

（
財
）
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
の
概
要
に
つ
い
て

１
　
公
益
法
人
制
度
改
革
に
お
け
る
公
益
財
団
法

人
・
一
般
財
団
法
人
に
つ
い
て

　
①
新
た
な
公
益
財
団
法
人
、
一
般
財
団
法
人
の

選
択

１
　
外
郭
団
体
に
対
す
る
こ
れ
ま
で
の
取
組
の
背
景
・
経
過
、
取
組
指
針
、
点
検
・
評
価
結
果
等
に
つ

い
て
事
務
局
か
ら
説
明
を
行
っ
た
。

２
　
今
回
の
検
討
会
議
設
置
の
趣
旨
・
取
組
の
背
景
、
検
討
課
題
、
全
体
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
、
検
討
会

議
の
日
程
等
に
つ
い
て
事
務
局
か
ら
説
明
を
行
っ
た
。

３
　
財
団
の
業
務
・
組
織
・
予
算
決
算
等
の
概
要
に
つ
い
て
財
団
の
両
課
長
か
ら
説
明
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
H
２
１
年
度
中
に
市
の
方
針
を
決
定
し
て
い
け
る
よ
う
、
検
討
日
程
案
に
基
づ
き
今
後
、
方
針
素
案
の

検
討
を
行
う
。

別
紙
３

1



開
催
回
数

開
催
日

会
場

備
　
考

議
題

協
議
結
果
等
（
要
旨
）

第
５
回

外
郭
団
体
検
討
会
議

1
1
.
6
（
金
）

Ａ
Ｍ

別
館
２
階
第
８
会
議
室

第
６
回

外
郭
団
体
検
討
会
議

1
1
.
1
8
（
水
）

Ａ
Ｍ

別
館
２
階
第
８
会
議
室

第
４
回

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
1
2
.
1
8
（
金
）

Ｐ
Ｍ

市
長
公
室

第
７
回

外
郭
団
体
検
討
会
議

1
2
.
2
4
（
木
）

Ａ
Ｍ

別
館
２
階
第
８
会
議
室

第
８
回

外
郭
団
体
検
討
会
議

平
成
2
2
年

1
.
1
4
（
木
）

Ａ
Ｍ

別
館
２
階
第
８
会
議
室

１
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
中
間
報
告
の

結
果
に
つ
い
て

２
　
外
郭
団
体
検
討
会
議
の
協
議
結
果
報
告

（
案
）
に
つ
い
て

１
　
外
郭
団
体
検
討
会
議
に
お
け
る
こ
れ
ま
で
の
協
議
状
況
報
告
に
対
す
る
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

の
意
見
等
に
つ
い
て
報
告
を
行
っ
た
。

２
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
最
終
報
告
と
な
る
「
方
針
素
案
」
の
た
た
き
台
と
し
て
事
務
局
案

に
つ
い
て
説
明
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
中
間
報
告
に
対
す
る
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
の
意
見
等
を
踏
ま
え
て
、
最
終
報
告
と
な
る
「
方
針

素
案
」
を
作
成
す
る
こ
と
を
確
認

・
「
方
針
素
案
」
の
た
た
き
台
と
な
る
事
務
局
案
を
各
自
検
討
、
意
見
等
は
事
務
局
に
提
出
す
る
こ
と

と
し
、
次
回
会
議
で
協
議

１
　
外
郭
団
体
に
対
す
る
取
組
に
つ
い
て

１
　
外
郭
団
体
に
対
す
る
取
組
に
つ
い
て
、
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
で
あ

る
外
郭
団
体
検
討
会
議
に
よ
る
現
在
ま
で
の
検
討
状
況
等
に
つ
い
て
、
事
務
局
か
ら
報
告
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
の
本
部
員
か
ら
の
質
疑
や
意
見
を
踏
ま
え
て
、
引
き
続
き
外
郭
団
体
検
討

会
議
で
検
討
を
進
め
、
整
理
し
た
上
で
、
今
後
の
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
で
協
議
を
行
う
。

１
　
（
財
）
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・

（
財
）
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
の
体
制
及
び
業
務

に
つ
い
て

　
①
業
務
拡
大
の
可
能
性

２
　
市
職
員
の
役
員
就
任
に
つ
い
て

３
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
中
間
報
告
の

内
容
に
つ
い
て

１
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
中
間
報
告
の

内
容
に
つ
い
て

１
　
両
財
団
法
人
に
お
け
る
今
後
の
体
制
の
あ
り
方
と
業
務
拡
大
の
可
能
性
に
つ
い
て
前
回
に
引
き
続

き
検
討
を
行
っ
た
。

２
　
市
職
員
の
役
員
就
任
に
つ
い
て
新
制
度
上
の
規
定
を
踏
ま
え
検
討
を
行
っ
た
。

３
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
中
間
報
告
内
容
に
つ
い
て
説
明
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
受
託
可
能
な
業
務

・
受
託
業
務
拡
大
に
伴
う
課
題
・
問
題
点

・
新
制
度
へ
の
移
行
上
の
課
題
・
問
題
点

１
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
中
間
報
告
内
容
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
た
。

２
　
上
記
資
料
の
今
後
の
取
扱
に
つ
い
て
確
認
し
た
。

【
決
定
事
項
】

・
中
間
報
告
の
資
料
４
、
別
紙
２
、
別
紙
３
に
つ
い
て
、
所
定
の
修
正
・
整
理

・
資
料
は
事
務
局
で
修
正
し
た
も
の
を
再
度
構
成
員
の
確
認
の
上
、
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
提
出

１
　
外
郭
団
体
検
討
会
議
の
協
議
結
果
報
告

（
案
）
に
つ
い
て

１
　
（
財
）
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
及
び
（
財
）
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
の
新
制
度
へ
の
移
行

及
び
統
合
等
に
つ
い
て
、
中
間
報
告
に
対
す
る
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
の
意
見
等
を
踏
ま
え
て
、
行

政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
最
終
報
告
と
な
る
「
方
針
素
案
」
の
検
討
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
外
郭
団
体
検
討
会
議
で
検
討
す
る
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
最
終
報
告
は
、
「
素
案
」
で
は
な

く
「
案
」

・
「
方
針
案
」
の
た
た
き
台
と
な
る
事
務
局
案
を
説
明

・
各
項
目
の
内
容
、
全
体
的
な
体
裁
、
添
付
資
料
に
つ
い
て
さ
ら
に
工
夫
す
る
こ
と
を
確
認

・
詳
細
な
記
述
に
つ
い
て
の
意
見
等
は
、
後
日
事
務
局
に
提
出
す
る
こ
と
と
し
、
次
回
会
議
で
協
議

2



開
催
回
数

開
催
日

会
場

備
　
考

議
題

協
議
結
果
等
（
要
旨
）

第
９
回

外
郭
団
体
検
討
会
議

2
.
2
（
火
）

Ａ
Ｍ

宅
建
会
館
３
階
Ａ
会
議
室

第
１
０
回

外
郭
団
体
検
討
会
議

2
.
9
（
火
）

Ａ
Ｍ

宅
建
会
館
３
階
Ａ
会
議
室

第
５
回

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

2
.
2
3
（
火
）

Ｐ
Ｍ

市
長
公
室

１
　
外
郭
団
体
に
対
す
る
取
組
に
つ
い
て

１
　
外
郭
団
体
検
討
会
議
の
最
終
報
告
で
あ
る
「
外
郭
団
体
の
あ
り
方
に
関
す
る
方
針
～
（
財
）
越
谷

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・
（
財
）
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
に
つ
い
て
～
（
案
）
」
の
内
容
に
つ
い

て
、
検
討
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
「
外
郭
団
体
の
あ
り
方
に
関
す
る
方
針
～
（
財
）
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・
（
財
）
越
谷
市

施
設
管
理
公
社
に
つ
い
て
～
（
案
）
」
に
つ
い
て
、
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
と
し
て
了
承
し
所
要
の

整
理
を
行
っ
た
上
で
市
長
決
裁
に
よ
り
決
定
す
る
こ
と
と
し
た
。

１
　
外
郭
団
体
の
あ
り
方
に
関
す
る
方
針
（
案
）

の
記
述
に
つ
い
て

２
　
外
郭
団
体
検
討
会
議
の
協
議
結
果
報
告

（
案
）
に
つ
い
て

１
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
最
終
報
告
と
な
る
「
外
郭
団
体
の
あ
り
方
に
関
す
る
方
針
～

（
財
）
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・
（
財
）
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
に
つ
い
て
～
（
案
）
」
の
内

容
に
つ
い
て
、
後
半
部
分
の
記
述
等
の
検
討
を
行
っ
た
。

２
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
最
終
報
告
書
に
つ
い
て
、
変
更
部
分
を
含
め
確
認
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
「
３
　
各
論
点
に
つ
い
て
の
考
察
　
(
3
)
業
務
拡
大
の
可
能
性
」
か
ら
「
４
　
今
後
の
方
向
性
　
(
3
)

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
」
及
び
別
紙
ま
で
の
記
述
内
容
の
修
正
（
修
正
内
容
は
省
略
）

・
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
最
終
報
告
書
全
体
を
確
認

１
　
外
郭
団
体
の
あ
り
方
に
関
す
る
方
針
（
案
）

の
記
述
に
つ
い
て

１
　
行
政
経
営
推
進
本
部
会
議
へ
の
最
終
報
告
と
な
る
「
外
郭
団
体
の
あ
り
方
に
関
す
る
方
針
～

（
財
）
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・
（
財
）
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
に
つ
い
て
～
（
案
）
」
の
内

容
に
つ
い
て
、
前
半
部
分
の
記
述
等
の
検
討
を
行
っ
た
。

【
決
定
事
項
】

・
「
１
　
方
針
の
策
定
に
至
る
経
緯
」
か
ら
「
３
　
各
論
点
に
つ
い
て
の
考
察
　
(
2
)
現
行
体
制
の
継

続
、
両
団
体
の
統
合
の
選
択
」
ま
で
の
記
述
内
容
の
修
正
（
修
正
内
容
は
省
略
）

3



公
益
財
団
法
人
と
一
般
財
団
法
人
の
主
な
相
違
点

特
例
民
法
法
人

公
益
財
団
法
人

一
般
財
団
法
人

１
　
公
益
認
定
の
有
無

－
有

無

公
益
認
定
の
基
準
（
整
備
法
第
１
０
０
条
）

一
般
財
団
法
人
の
認
可
の
基
準
（
整
備
法
第
１
１
７
条
）

１
定
款
の
変
更
の
案
の
内
容
が
法
人
法
及
び
認
定
法
並
び
に
こ
れ
ら
に
基
づ
く
命
令
の
規

１
定
款
の
変
更
の
案
の
内
容
が
法
人
法
及
び
こ
れ
に
基
づ
く
命
令
の
規
定
に
適
合

　
定
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と

　
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と

２
認
定
法
第
５
条
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と

２
公
益
目
的
財
産
額
が
内
閣
府
令
で
定
め
る
額
（
０
円
）
を
超
え
る
場
合
に
、
公
益

　
（
第
１
４
号
（
社
団
法
人
の
規
定
）
を
除
く
１
７
項
目
）

　
支
出
計
画
が
適
正
で
あ
り
確
実
に
実
施
す
る
と
見
込
ま
れ
る
も
の

　
①
公
益
目
的
事
業
を
行
う
こ
と
を
主
目
的

　
②
経
理
的
基
礎
及
び
技
術
的
能
力
を
有
す
る
こ
と

　
③
関
係
者
に
特
別
の
利
益
を
与
え
る
行
為
を
行
わ
な
い
こ
と

　
⑥
公
益
目
的
事
業
に
係
る
収
入
が
そ
の
実
施
に
要
す
る
適
正
費
用
を
超
え
な
い
と
見
込

　
　
　
ま
れ
る
こ
と

　
⑧
公
益
目
的
事
業
比
率
が
５
０
％
以
上
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
こ
と

※
公
益
目
的
事
業
（
認
定
法
第
２
条
）
と
は
、
認
定
法
別
表
の
２
３
事
業
に
該
当

し
、
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
も
の

＜
認
定
法
別
表
＞

１
　
学
術
及
び
科
学
技
術
の
振
興
を
目
的
と
す
る
事
業

２
　
文
化
及
び
芸
術
の
振
興
を
目
的
と
す
る
事
業

４
　
高
齢
者
の
福
祉
の
増
進
を
目
的
と
す
る
事
業

７
　
児
童
又
は
青
少
年
の
健
全
な
育
成
を
目
的
と
す
る
事
業

８
　
勤
労
者
の
福
祉
の
向
上
を
目
的
と
す
る
事
業

９
　
教
育
、
ス
ポ
ー
ツ
等
を
通
じ
て
国
民
の
心
身
の
健
全
な
発
達
に
寄
与
し
、

　
　
又
は
豊
か
な
人
間
性
を
涵
養
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
事
業

１
４
男
女
共
同
参
画
社
会
の
形
成
そ
の
他
の
よ
り
良
い
社
会
の
形
成
の
推

　
　
進
を
目
的
と
す
る
事
業

１
９
地
域
社
会
の
健
全
な
発
達
を
目
的
と
す
る
事
業

２
３
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
公
益
に
関
す
る
事
業
と
し
て
政
令
で

　
　
定
め
る
も
の
…
政
令
未
制
定

＜
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
＞
…
１
７
の
事
業
区
分

　
　
ご
と
に
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
に
沿
っ
て
検
討

　
⑨
遊
休
財
産
額
が
制
限
を
超
え
な
い
と
見
込
ま
れ
る
こ
と

　
⑩
同
一
親
族
か
ら
の
理
事
・
監
事
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
総
数
の
１
／
３
以
下

　
⑪
同
一
団
体
か
ら
の
理
事
・
監
事
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
総
数
の
１
／
３
以
下

　
⑬
理
事
等
の
報
酬
等
は
不
当
に
高
額
と
な
ら
な
い
支
給
基
準
を
定
め
る
こ
と

２
　
欠
格
事
由

－
有

無

認
定
法
第
６
条
各
号
に
掲
げ
る
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
（
６
項
目
）

　
（
整
備
法
第
１
０
１
条
）

　
①
理
事
等
が
刑
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
刑
の
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら

　
　
　
５
年
を
経
過
し
な
い
他

　
⑤
滞
納
処
分
終
了
後
３
年
以
内

　
⑥
暴
力
団
員
等
の
支
配

別
紙
４

項
目

1



特
例
民
法
法
人

公
益
財
団
法
人

一
般
財
団
法
人

３
　
遵
守
事
項

－
有

無

認
定
基
準
の
他

・
寄
附
募
集
に
関
す
る
禁
止
行
為
（
認
定
法
第
１
７
条
）

・
収
益
事
業
等
の
区
分
経
理
（
認
定
法
第
１
９
条
）

・
理
事
等
の
報
酬
等
は
不
当
に
高
額
と
な
ら
な
い
支
給
基
準
を
公
表
す
る
(認
定
法
第
２
０
条
)

４
　
報
告
・
検
査
、

従
前
ど
お
り

有
無

　
　
勧
告
・
命
令
等

・
行
政
庁
へ
の
報
告
・
検
査
（
認
定
法
第
２
７
条
）

公
益
目
的
支
出
計
画
期
間
中
は
監
督
あ
り
（
整
備
法
第
１
２
３
条
）

・
行
政
庁
の
勧
告
・
命
令
等
（
認
定
法
第
２
８
条
）

５
　
認
定
の
効
果

－
有

無

・
公
益
の
名
称
使
用
（
認
定
法
第
９
条
）

（
税
制
上
は
従
前
ど
お
り
）

・
公
益
法
人
並
び
に
こ
れ
に
対
す
る
寄
附
を
行
う
個
人
及
び
法
人
の
税
制
上
の
優
遇
（
認
定
・
非
営
利
性
が
徹
底
さ
れ
た
法
人
等
は
一
部
優
遇

　
　
法
第
５
８
条
）

６
　
機
関

従
前
ど
お
り
（
経
過
措
置
）

理
事
・
監
事
は
設
置

理
事
・
監
事
は
設
置
（
法
人
法
第
１
７
０
条
）

理
事
・
監
事
は
設
置
（
法
人
法
第
１
７
０
条
）

　
理
事
会
・
評
議
員
・
評
議
員
会
は
任
意

理
事
会
・
評
議
員
・
評
議
員
会
は
法
定
（
法
人
法
第
１
７
０
条
）

理
事
会
・
評
議
員
・
評
議
員
会
は
法
定
（
法
人
法
第
１
７
０
条
）

会
計
監
査
人
は
一
定
の
場
合
に
法
定
（
法
人
法
第
１
７
１
条
）

会
計
監
査
人
は
一
定
の
場
合
に
法
定
（
法
人
法
第
１
７
１
条
）

理
事
会
・
評
議
員
会
は
委
任
状
に
よ
る
代
理
出
席
可

理
事
会
・
評
議
員
会
は
委
任
状
に
よ
る
代
理
出
席
不
可

理
事
会
・
評
議
員
会
は
委
任
状
に
よ
る
代
理
出
席
不
可

定
款
変
更
等
重
要
事
項
は
評
議
員
会
の
２
/
３
の
議
決
要
（
法
人
法
第
１
８
９
条
）

定
款
変
更
等
重
要
事
項
は
評
議
員
会
の
２
/
３
の
議
決
要
（
法
人
法
第
１
８
９
条
）

理
事
・
理
事
会
が
新
制
度
上
の
評
議
員
を
選
任
す
る
こ
と
は
理
事
・
理
事
会
が
評
議
員
を
選
任
す
る
こ
と
は
不
可

理
事
・
理
事
会
が
評
議
員
を
選
任
す
る
こ
と
は
不
可

不
可
（
整
備
法
第
９
２
条
）

７
　
役
員
の
制
限
等

－
有

無

同
一
親
族
・
団
体
か
ら
の
理
事
・
監
事
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
総
数
の
１
/
３
以
下
（
再
掲
）

報
酬
の
制
限
（
再
掲
）

（
従
前
ど
お
り
）

法
人
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
（
法
人
法
第
１
９
８
条
）

法
人
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
（
法
人
法
第
１
９
８
条
）

８
　
合
併

吸
収
合
併
（
整
備
法
第
６
６
条
）

新
設
合
併
（
認
定
法
第
２
４
・
２
５
条
）

吸
収
合
併
、
新
設
合
併
（
法
人
法
第
２
４
４
・
２
５
４
条
）

※
１
：こ
の
資
料
は
、
公
益
認
定
等
委
員
会
事
務
局
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
「民
に
よ
る
公
益
の
増
進
を
目
指
し
て
」（
平
成
２
０
年
５
月
）を
参
考
に
作
成
し
た
も
の

※
２
：法
律
名
は
以
下
の
と
お
り
省
略

①
法
人
法
：一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律

②
認
定
法
：公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律

③
整
備
法
：一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
及
び
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律

項
目

2



論
点
整
理
内
容

１
　
公
益
法
人
制
度
改
革
に
お
け
る
公
益
財
団
法
人
・一
般
財
団
法
人
に
つ
い
て

　
①
新
た
な
公
益
財
団
法
人
、
一
般
財
団
法
人
の
選
択
（
一
般
論
と
し
て
）

●
公
益
財
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
の
法
人
形
態
に
よ
る
相
違
点

項
目

現
行
（
特
例
民
法
法
人
）

公
益
財
団
法
人

一
般
財
団
法
人

ⅰ
公
益
認
定
、
認
可
の
別

－
公
益
認
定

認
可

ⅱ
欠
格
事
由

－
有

無

ⅲ
遵
守
事
項

－
有

無

ⅳ
報
告
・
検
査
、
勧
告
・
命
令
等

従
前
ど
お
り

有
無

（
公
益
目
的
支
出
計
画
実
施

中
は
報
告
あ
り
）

ⅴ
役
員
の
制
限
等

－
有

無

ⅵ
税
制

従
前
ど
お
り

優
遇
措
置
あ
り

非
営
利
性
が
徹
底
さ
れ
た
法
人
等
は

一
部
優
遇
あ
り

ⅶ
合
併

吸
収
合
併

新
設
合
併

吸
収
合
併
、
新
設
合
併

ⅷ
事
業

適
法
で
あ
れ
ば
制
限
な
し

公
益
目
的
事
業
比
率
５
０
％
以
上

公
益
目
的
支
出
計
画
実
施
中
以
外

は
制
限
な
し

別
紙
５

1



●
公
益
財
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

公
益
財
団
法
人

一
般
財
団
法
人

ⅰ
税
制
上
の
優
遇
措
置
が
あ
る

ⅰ
比
較
的
自
由
な
立
場
で
様
々
な
事
業
を
実
施
で
き
る

ⅱ
「
公
益
財
団
法
人
」
の
名
称
使
用
に
よ
り
社
会
的
信
用
が
得
ら
れ
る

①
　
事
業
内
容
に
公
益
目
的
の
制
限
が
な
い
等
（
認
定
法
５
条
各
号
）

②
　
県
公
益
法
人
認
定
等
審
議
会
に
よ
る
報
告
徴
収
・
立
入
検
査
、

　
県
に
よ
る
勧
告
・
命
令
等
が
な
い

ⅱ
財
産
を
区
別
す
る
必
要
が
な
い

ⅲ
役
員
選
任
の
制
限
が
な
い

ⅳ
認
可
申
請
が
比
較
的
容
易
で
、
認
可
さ
れ
な
い
場
合
は
少
な
い
と

思
わ
れ
る

ⅰ
法
人
法
及
び
認
定
法
の
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
る

ⅰ
税
制
上
の
優
遇
措
置
が
あ
ま
り
な
い

ⅱ
公
益
目
的
事
業
財
産
と
そ
れ
以
外
の
財
産
を
区
別
す
る
必
要
が

あ
る

ⅲ
収
益
事
業
の
収
益
の
一
定
割
合
を
公
益
目
的
事
業
財
産
と
す
る
必

要
が
あ
る

ⅳ
役
員
選
任
の
制
限
が
あ
る

ⅴ
認
定
申
請
が
複
雑
で
、
認
定
さ
れ
な
い
場
合
も
あ
り
得
る

メ リ ッ ト デ メ リ ッ ト

2



●
公
益
財
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
へ
の
移
行
上
の
課
題
・
問
題
点

公
益
財
団
法
人

一
般
財
団
法
人

ⅰ
定
款
の
内
容
が
法
人
法
及
び
認
定
法
に
適
合
す
る
こ
と

ⅰ
定
款
の
内
容
が
法
人
法
に
適
合
す
る
こ
と

ⅱ
認
定
法
第
５
条
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
こ
と

ⅱ
移
行
時
の
純
資
産
額
を
基
礎
に
計
算
し
た
公
益
目
的
財
産
額
が
あ
る
場

合
、
公
益
目
的
支
出
計
画
が
適
正
で
、
確
実
に
実
施
す
る
と
見
込
め
る
こ
と

ⅲ
認
定
申
請
に
必
要
な
書
類
等
を
作
成
準
備
す
る
こ
と

ⅲ
認
可
申
請
に
必
要
な
書
類
等
を
作
成
準
備
す
る
こ
と

ⅳ
移
行
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
作
成
す
る
こ
と

ⅳ
移
行
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
作
成
す
る
こ
と

ⅴ
統
合
の
場
合
は
両
団
体
の
会
計
制
度
・
勤
務
条
件
等
を
す
り
合
わ
せ
ⅴ

統
合
の
場
合
は
両
団
体
の
会
計
制
度
・
勤
務
条
件
等
を
す
り
合
わ
せ

る
こ
と

る
こ
と

ⅵ
業
務
拡
大
の
場
合
は
体
制
等
を
整
備
を
す
る
こ
と

ⅵ
業
務
拡
大
の
場
合
は
体
制
等
を
整
備
を
す
る
こ
と

ⅶ
当
初
評
議
員
の
選
任
方
法
を
検
討
す
る
こ
と

ⅶ
当
初
評
議
員
の
選
任
方
法
を
検
討
す
る
こ
と

２
　
（財
）越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・（
財
）越
谷
市
施
設
管
理
公
社
の
体
制
及
び
業
務
に
つ
い
て

　
①
現
行
体
制
の
継
続
、
両
団
体
の
統
合
の
選
択

●
現
行
体
制
継
続
・
両
団
体
統
合
の
場
合
の
相
違
点

項
目

継
続

統
合

ⅰ
経
営
規
模

変
わ
ら
ず

拡
大

ⅱ
業
務
内
容

変
わ
ら
ず
（
拡
大
の
範
囲
は
小
さ
い
）

拡
大
の
範
囲
は
大
き
い

ⅲ
人
事
異
動

変
わ
ら
ず

異
動
の
範
囲
拡
大

ⅳ
会
計
制
度
・
シ
ス
テ
ム
等

変
わ
ら
ず

統
一

ⅴ
勤
務
条
件

変
わ
ら
ず

統
一

ⅵ
本
部
所
在
地

変
わ
ら
ず

統
一
（
移
転
）

ⅶ
役
員
数
（
理
事
・
評
議
員
）

変
わ
ら
ず
（
評
議
員
は
新
選
任
）

削
減
（
評
議
員
は
新
選
任
）

3



●
現
行
体
制
継
続
・
両
団
体
統
合
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

継
続

統
合

ⅰ
限
定
さ
れ
た
業
務
に
よ
り
機
動
的
な
経
営
が
図
れ
る

ⅰ
経
営
規
模
が
拡
大
し
経
営
の
効
率
化
が
図
れ
る

ⅱ
役
員
・
職
員
の
一
体
感
が
維
持
で
き
る

ⅱ
業
務
拡
大
に
よ
り
経
営
基
盤
が
強
化
さ
れ
る

ⅲ
市
の
業
務
委
託
の
拡
大
が
期
待
で
き
る

ⅳ
人
材
面
の
充
実
が
図
れ
る

ⅰ
業
務
・
職
場
が
限
定
さ
れ
る

ⅰ
会
計
制
度
・
シ
ス
テ
ム
等
の
統
合
に
労
力
・
コ
ス
ト
が
か
か
る

ⅱ
職
員
の
新
陳
代
謝
が
図
れ
な
い

ⅱ
両
財
団
の
一
体
化
に
時
間
が
か
か
る
（
人
的
・
物
理
的
）

●
両
団
体
統
合
の
手
続
上
の
課
題
・
問
題
点

ⅰ
特
例
民
法
法
人
の
ま
ま
合
併
（
吸
収
合
併
）
か
、
公
益
財
団
法
人
（
新
設
合
併
）
又
は
一
般
財
団
法
人
（
吸
収
・
新
設
）
移
行
後
に
合
併
か
を
選
択
す
る
こ
と

ⅱ
上
記
の
各
方
法
に
よ
る
事
務
手
続
き
・
必
要
な
期
間
を
把
握
・
確
認
す
る
こ
と

ⅲ
役
員
体
制
を
見
直
す
こ
と
（
評
議
員
・
理
事
の
選
任
等
）

ⅳ
移
行
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
作
成
す
る
こ
と

ⅴ
申
請
に
必
要
な
書
類
等
を
作
成
準
備
す
る
こ
と

ⅵ
財
団
の
正
式
な
機
関
決
定
を
す
る
こ
と

ⅶ
定
款
作
成
等
の
準
備
を
す
る
こ
と

ⅷ
両
財
団
の
会
計
制
度
・
シ
ス
テ
ム
、
勤
務
条
件
等
の
す
り
合
わ
せ
を
す
る
こ
と

ⅸ
業
務
拡
大
の
場
合
は
体
制
等
を
整
備
す
る
こ
と

デ メ リ ッ トメ リ ッ ト
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②
業
務
拡
大
の
可
能
性

●
業
務
拡
大
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト

ⅰ
業
務
拡
大
に
よ
り
経
営
基
盤
が
強
化
さ
れ
る

ⅰ
新
た
な
業
務
の
場
合
は
人
材
が
必
要

ⅱ
市
の
業
務
委
託
の
拡
大
が
期
待
で
き
る

ⅱ
新
た
な
業
務
の
場
合
は
ノ
ウ
ハ
ウ
が
必
要

●
拡
大
対
象
と
な
る
業
務

ⅰ
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
大
会
・
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

ⅱ
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
講
座
・
講
習
会
の
開
催

ⅲ
文
化
・
芸
術
の
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

ⅳ
文
化
・
芸
術
の
講
座
・
講
習
会
の
開
催

ⅴ
新
た
な
施
設
の
指
定
管
理

●
受
託
可
能
な
業
務
（
具
体
的
な
業
務
）

ⅰ
児
童
館
の
管
理

ⅱ
地
域
体
育
館
の
管
理

ⅲ
公
園
管
理

ⅳ
駐
車
場
管
理

ⅴ
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
大
会
・
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

ⅵ
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
講
座
・
講
習
会
の
開
催

ⅶ
文
化
・
芸
術
の
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

ⅷ
文
化
・
芸
術
の
講
座
・
講
習
会
の
開
催

ⅸ
受
付
業
務
で
軽
易
な
も
の
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●
受
託
業
務
拡
大
に
伴
う
課
題
・
問
題
点

ⅰ
受
託
業
務
拡
大
の
場
合
は
人
材
が
必
要

ⅱ
受
託
業
務
拡
大
の
場
合
は
ノ
ウ
ハ
ウ
が
必
要

ⅲ
受
託
業
務
拡
大
の
場
合
は
市
と
の
事
前
の
協
議
が
必
要

ⅳ
受
託
業
務
拡
大
の
場
合
は
一
定
の
準
備
期
間
が
必
要

ⅴ
指
定
管
理
者
受
託
の
場
合
は
一
定
の
手
続
き
が
必
要
（
公
募
と
随
意
は
異
な
る
）

　 　

３
　
市
職
員
の
役
員
就
任
に
つ
い
て

●
新
制
度
へ
の
移
行
上
の
課
題
・
問
題
点

ⅰ
新
制
度
に
基
づ
く
評
議
員
会
及
び
理
事
会
の
設
置

ⅱ
評
議
員
の
選
任
方
法
・
市
現
役
職
員
の
就
任
の
是
非

ⅲ
市
現
役
職
員
の
理
事
就
任
の
是
非

ⅳ
公
益
財
団
法
人
の
場
合
は
市
現
役
職
員
の
理
事
の
削
減
必
要

ⅴ
公
益
財
団
法
人
の
場
合
は
市
現
役
職
員
以
外
の
理
事
の
増
員
必
要

ⅵ
市
現
役
職
員
の
役
員
の
無
報
酬
と
責
任
の
増
大
（
損
害
賠
償
責
任
の
発
生
）
と
の
バ
ラ
ン
ス
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今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
案

項
目

内
容

Ｈ
２
２

２
月

３
月

４
月

～
Ｈ
２
３

３
月

４
月

～
Ｈ
２
４

３
月

～
Ｈ
２
５

３
月

４
月

～
１
１
月

～
Ｈ
２
６

３
月

外
郭
団
体
で
の
方
針
決
定

該
当
外
郭
団
体
で
の
方
針
決
定

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

方
針
に
基
づ
く
統
合
準
備

該
当
外
郭
団
体
及
び
関
係
部
局

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

統
合
申
請

県
へ
申
請
（
遅
く
と
も
平
成
２
３
年
度
中
）

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

統
合
認
可

県
の
認
可

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

統
合

登
記
等
完
了

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

認
定
申
請
（
認
可
申
請
）
準
備

該
当
外
郭
団
体
及
び
関
係
部
局

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

認
定
申
請
（
認
可
申
請
）

県
へ
申
請
（
遅
く
と
も
平
成
２
４
年
度
中
）

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

認
定
（
認
可
）

県
の
認
可

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

新
体
制
移
行

登
記
等
完
了

行
政
経
営
推
進
本
部
会
議

必
要
に
応
じ
状
況
報
告
を
受
け
協
議

認
定
申
請
（
認
可
申
請
）
期
限

平
成
2
5
年
1
1
月
3
0
日

別
紙
６

1


